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研究要旨 

高齢多死社会が進む我が国において、いざという時のために、自身がどのような医療やケアを
求めるのかをあらかじめ話し合っておくプロセスであるアドバンス・ケア・プランニング（以下
ACP）を促進することは重要である。 

前回の国民対象の意識調査から 5 年を経て、令和 4 年 12 月に実施された「人生の最終段階に
おける医療・ケアに関する意識調査」は、COVID-19 拡大後初めての国民対象の意識調査であり、
今後我が国における ACP をさらに普及啓発し、実装することを目指し、以下 2 つの研究を行っ
た。研究 1－（1）は COVID-19 パンデミック下における人生の最終段階の医療やケアに関する
話し合いの実施状況と話し合い実施に関連する要因を明らかにすることを目的とした。研究 1－
（2）では人生の最終段階に医療・ケアを受けたい場所がどこであるか、また、選択される際、病
状設定が統一された状況下で、どのような要因が関連するのかを明らかにすることを目的とし
た。 

いずれの研究も令和 4 年 12 月に厚生労働省により実施された一般国民を対象とした「人生の
最終段階における医療・ケアに関する意識調査」データの解析を行った。研究 1－（1）では解析
対象となったのは 2874 人で、人生の最終段階の医療・ケアに関して「話し合いあり」と回答し
たのは 874 人（30.4%）で、話し合いのきっかけは、自分の病気、家族の病気、介護、死別と回
答した者が目立ち、新型コロナウイルス感染症と回答した人は 88 人であった。多変量修正ポア
ソン回帰分析では「話し合いあり」は ACP を知っていることと最も強い関連が認められ、65 歳
以上と正の関連が、男性は負の関連が認められた。研究 1－（2）では、想定する疾患が末期がん、
慢性の重い心臓病の場合には医療機関が、認知症の場合には施設が最も選択され、想定される疾
患によっては、医療・ケアを受けたい場所が異なることが示唆された。 
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Ａ．研究目的 

1－（1） COVID-19 パンデミック下における人
生の最終段階の医療やケアに関する話
し合いの実施状況と話し合い実施に関
連する要因 

近年、緩和ケア領域のみならず、プライマリケ
ア領域や救急領域においても、アドバンス・ケア・
プランニング（Advance care planning 以下 ACP）
の重要性が注目されている。高齢多死社会が進む
我が国において、いざという時のために、自身が
どのような医療やケアを求めるのかをあらかじめ
話し合っておくプロセスである ACP1 を促進する
ことは重要である。我が国も、厚生労働省が ACP
の愛称を「人生会議」と定めたのは平成 30 年であ
り、同年に「人生の最終段階における医療・ケアの
決定プロセスに関するガイドライン」の改訂も行
われた。    

このような状況の中、令和 2 年 1 月に COVID-
19 感染者が国内で初めて報告されて以降、感染者
の急増や医療現場の逼迫を受け緊急事態宣言が示
されるという、未曾有の事態を経験することにな
った。感染拡大当初、COVID-19 により著名人が

亡くなったニュースは、国民に大きな衝撃や悲し
みを与え、また未知の感染症に対する恐怖をもた
らした。そして、医療現場では、緊急度もしくは重
症度の低い患者の入院や治療の機会が奪われ、入
院患者は家族との面会が禁止された。医療者も
COVID-19 患者への対応に追われ、それぞれが手
探りでかつてない状況を乗り越える必要があった。
介護現場においても、感染予防の観点から物理的
に距離を保つ必要があり、デイサービスが中止に
なったり、各種訪問サービスの継続が困難となっ
たりするなど、状況が一変した。このような状況
において、自身もしくは家族の人生の最終段階に
ついて考え、あるいは話し合いをする機会が増え
た可能性が考えられる。前回の国民対象の意識調
査から 5 年を経て、厚生労働省により令和 4 年 12
月に実施された「人生の最終段階における医療・
ケアに関する意識調査」は、COVID-19 拡大後初
めての国民対象の意識調査であり、本研究は、
COVID-19 拡大後の、人生の最終段階の医療やケ
アに関する話し合いの実態を明らかにするととも
に、話し合い実施に関連がある要因を明らかにす
ることを目的とした。本研究結果は、未知の感染

なお、疾患を想定せず、予後 1 年という設定では、未回答者が 296 人となり、回答者においては、
医療・ケアを受けたい場所として病院を選択した者が最も多かった。人生の最終段階に関する話し合
い実施に関連する要因は COVID-19 拡大を経ても、感染拡大前と変化は認められなかった。自身の
病気や家族の病気・介護等により、人生の最終段階に関する話し合いの必要性に迫られているような
状況において、話し合いがなされているため、医療介護従事者は、人生の最終段階における医療・ケ
アの決定プロセスに関するガイドラインに準じた具体的な話し合いの場を作ることが、話し合いが
より促進されることにつながると考えられた。そして、話し合いを実施する人を増やすためには、
ACP の普及啓発が重要と考えられるが、地域や国、世界規模で生命を脅かすような未曾有の出来事
が起きた場合であっても必ずしも ACP の普及にはつながらない可能性が考えられるため、国民対象
には、自治体や国レベルで積極的、継続的に ACP の普及啓発が必要である。普及啓発に際しては、
男性や 65 歳未満の国民にも届けることを意識した取り組みが求められ、ACP の意義や必要性を周
知していくことが、さらなる人生の最終段階に関する話し合いの増加につながる可能性が考えられ
た。 
 加えて、ACP で話し合われることの多い、希望する医療・ケアを受けたい場所の検討に際しては、
想定する疾患や全身状態の設定が漠然としていると、選択が難しい可能性が考えられ、あらかじめい
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症の発生・拡大時の ACP の実装に備えるのみなら
ず、社会レベルもしくは個人レベルでも、想定を
していない変化が急速に生じた際にも、その恩恵
が多数示されている ACP を効果的に実装してい
くことにつながると考える。 
 
1－（2）人生の最終段階における医療・ケアを受

けたい場所に関連する要因 
我が国においては、「望ましい死」として、人生

の最終段階を望んだ場所で過ごすことが重要なこ
との一つと考えられている 2,3。そして国内外の先
行研究では、人生の最終段階を過ごしたい場所と
して、自宅が最も選択されることが示されており
4-6、厚生労働省はできる限り住み慣れた地域で療
養することができるよう、様々な在宅医療の推進
施策を進めている。前回平成 29 年 12 月に厚生労
働省により実施された一般国民を対象とした無記
名式自記式アンケート調査「人生の最終段階にお
ける医療に関する意識調査」データ分析から、人
生の最終段階に想定される疾患が異なると、希望
する医療・療養場所が異なる可能性が示唆された
7。具体的には、末期がんの場合には自宅、慢性の
重い心臓病の場合には病院、認知症の場合には施
設が最も選択された。ただし、同研究では、希望す
る療養場所を選択する際に、先の 3 つの疾患想定
と共に示された病状設定が様々であったため、設
定された病状で希望する療養先を選択した可能性
も考えられた。令和 4 年 12 月に厚生労働省により
実施された「人生の最終段階における医療・ケア
に関する意識調査」では、病状設定を可能な限り
統一し、末期がん、慢性の重い心臓病、認知症の想
定をして、それぞれの医療・ケアを受けたい場所
を尋ねている。本研究では、人生の最終段階に医
療・ケアを受けたい場所がどこであるか、また、選
択される際、病状設定が統一された状況下で、ど
のような要因が関連するのかを明らかにすること
を目的とした。これにより、ACP を進める際に取
り上げられる内容である、あらかじめ希望する医

療・ケアを受けたい場所 8,9 を考える際の具体的な
方法を提案することにつながると考える。 
 
Ｂ．研究方法 
 いずれの研究も令和 4 年 12 月に厚生労働省に
より実施された一般国民を対象とした無記名式自
記式アンケート調査「人生の最終段階における医
療・ケアに関する意識調査」データの解析を行っ
た。なお、調査票は全国の 20 歳以上の男女から層
化二段階無作為抽出で抽出された一般国民 6000
人に郵送で配布され、3000 人から回収されている
（回収率 50.0%）。研究班は、厚生労働省より先の
調査データを、回答者の個人が同定されない形式
で授受され解析に用いた。なお、倫理的配慮とし
て、厚生労働省からのデータ利用に関しては、筑
波大学医の倫理委員会審査の承認の上実施してい
る（令和 4 年 9 月２日第 1791 号）。 
 
1－（1） COVID-19 パンデミック下における人

生の最終段階の医療やケアに関する話
し合いの実施状況と話し合い実施に関
連する要因 

① 人生の最終段階の医療やケアに関する話し
合いの実施に関連する要因 

意識調査の一般国民票に含まれる「あなたが
人生の最終段階で受けたいもしくは受けたくな
い医療・ケアについて、ご家族等や医療・介護従
事者と詳しく話し合っていると思いますか。」と
いう調査項目において、「詳しく話し合っている」
もしくは「一応話し合っている」と回答した人
を「話し合いあり」、「話し合ったことはない」と
回答した人を「話し合いなし」として従属変数
に定めた。また、同調査票に含まれる質問より、
話し合いの有無に関連する要因について独立変
数を定め、統計学的手法を用いて検討した。特
に、ACP を知っていることと、人生の最終段階
の医療やケアに関する話し合い実施の関連に注
目し、「あなたは、人生会議（アドバンスケアプ
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ランニング＜ACP＞）についてこれまで知って
いましたか」という質問項目に対する回答、「よ
く知っている」、「聞いたことはあるがよく知ら
ない」、「知らない」を独立変数として分析した。
なお、無回答などにより従属変数および一部の
独立変数の情報が欠損している回答者は、解析
対象から除外した。 
② COVID-19 拡大により人生の最終段階に関

する話し合いが増えたのかの集計 
一般国民票に含まれる「あなたは今般の新型

コロナウイルス感染症の流行により、人生の最
終段階における医療・ケアについて、話し合う
機会がどのように変わりましたか」という調査
項目については、単一回答である「増えた」、「減
った」、「変わらなかった」、「わからない」を単純
集計した。 

 
研究①、②いずれも単純な 2 群間比較にはカイ

2 乗検定・Fisher の正確確率検定を、多変量解析に
は多変量修正ポアソン回帰分析を用いた。なお、
研究①に関しては、解析対象者全体での分析に加
えて、65 歳以上／未満で層別化した分析を行った。 
 
1－（2）人生の最終段階における医療・ケアを受

けたい場所に関連する要因 
意識調査の一般国民票では末期がん、慢性の重

い心臓病、認知症を想定してそれぞれの場合に希
望する医療・ケアを受けたい場所を質問してい
る。また、疾患は何も想定せず、残された時間が
１年を想定して希望する医療・ケアを受けたい場
所を尋ねている（質問項目の詳細については
Table1 参照）。回答者は各設定において、希望す
る療養場所を「それまでの医療・ケアはどこで受
けたいですか」と質問し、医療機関、介護施設、
自宅から単一回答を求められている。 

群間比較にはカイ 2 乗検定を用いた。なお、解
析対象者全体での分析に加えて、65 歳および性
別で層別化した分析も行った。 

 
いずれもの研究も解析には Stata18.0 MP を用

い、P<0.05 を有意差ありとした。 
 

Ｃ．研究結果 

1－（1） COVID-19 パンデミック下における人
生の最終段階の医療やケアに関する話
し合いの実施状況と話し合い実施に関
連す要因 

調査票回答のあった 3000 人のうち、情報欠損が
あるデータは除外し、最終的に解析対象となった
のは 2874 人（男性 1234 人、65 歳以上 1179 人）
であった（有効回答率 47.9%）。全解析対象者のう
ち「話し合いあり」と回答したのは874人（30.4%）、
「話し合いなし」と回答したのは 2000 人（69.6%）
であった。「話し合いあり」と回答した人における、
話し合いのきっかけとなった出来事は、家族の病
気 453 人、家族の介護 349 人、自分の病気 345 人、
家族の死 288 人であったのに対し、新型コロナウ
イルス感染症と回答した人は 88 人であった。な
お、「話し合いなし」と回答した人のうち、話し合
いをしていない理由は、きっかけがなかった 1252
人、知識がなく何を話し合っていいかわからなか
った 627 人、話し合う必要性を感じていない 438

Table1.質問項目 

末期がんと診断され、状態は悪化し、痛みはなく、呼吸が苦しい

といった状態です。今は食事や着替え、トイレなどの身の回りの

ことに手助けが必要です。意識や判断能力は健康な時と同様に保

たれています。 

慢性の重い心臓病と診断され、状態は悪化し、痛みはなく、呼吸

が苦しいといった状態です。今は食事や着替え、トイレなどの身

の回りのことに手助けが必要です。意識や判断能力は健康な時と

同様に保たれています。 

認知症と診断され、自分の居場所や家族の顔が分からない状態で

す。今は食事や着替え、トイレなどの身の回りのことに手助けが

必要です。 

（疾患想定なし）あなたが病気で治る見込みがなく、およそ 1 年

以内に徐々にあるいは急に死に至ると考えたとき 
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人であった。 
ACP を「よく知っている」と回答したのは 171

人、「聞いたことはあるがよく知らない」は 617 人、
「知らない」は 2086 人であり、「知らない」と回
答した人の中でも「話し合いあり」と回答した者
が 491 人いた。 

 
① 人生の最終段階の医療やケアに関する話し合

いの実施に関連する要因 
＜解析対象者全員における解析結果＞ 
単変量解析では、年齢、性別 ACP をよく知ってい
るかどうかという要因が、「話し合いあり」かどう
かに有意に差が認められていたことを踏まえ、多
変量修正ポアソン回帰分析を行った。「話し合いあ
り」は、男性は負の関連が(リスク比：0.78､ 95%
信頼区間：0.70-0.88）、65 歳以上であることは正
の関連が(1.62､1.45-1.80)、ACP をよく知ってい
ること(3.02､2.65-3.45)、および ACP を聞いたこ
とはあるがよく知らない(1.68､1.49-1.89)は正の
関連が示された。 

 
＜65 歳で層別化した解析結果＞ 

多変量修正ポアソン回帰分析の結果、65 歳以上
の群において「話し合いあり」は、男性は負の関連
が(リスク比：0.79､ 95%信頼区間：0.68-0.92）、
ACP をよく知っていること(2.47､2.02-3.03)、お
よび ACP を聞いたことはあるがよく知らない
(1.72､1.48-1.99)は正の関連が示された。 

一方で 65 歳未満の群においても男性は負の関
連が(0.77､ 0.65-0.92）、ACP をよく知っているこ
と(3.31､2.78-3.93)、および ACP を聞いたことは
あるがよく知らない(1.62､1.33-1.98)は正の関連
が示された。 
② COVID-19 拡大により人生の最終段階に関す

る話し合いが増えたのかの集計 
「あなたは今般の新型コロナウイルス感染症の

流行により、人生の最終段階における医療・ケア
について、話し合う機会がどのように変わりまし

たか」という調査項目において、「増えた」と回答
したのは 13.5%で、「減った」0.8%、「変わらなか
った」70.1%、「わからない」13.6%、「無回答」2%
となり、変化がなかったという回答が最も多かっ
た（Graph1）。 
 
1－（2）人生の最終段階における医療・ケアを受

けたい場所に関連する要因 
調査票に回答のあった 3000 人のうち、情報欠損

がある回答者は除外し（Figure1.）、最終的な解析
対象者は 2627 人であった（有効回答率 43.8%）。
なお、疾患想定をせずに、希望する医療・ケアを受
けたい場所を尋ねた質問項目に対しては、296 人
が欠損値の扱いとなった。 

解析対象者の基本属性は Table2.に示す。各想定
疾患における希望する医療・ケアを受けたい場所 
は以下となった（Graph2）。 
 
病状設定：末期がん 

医療機関 1729 人（65.8%）、介護施設 334 人
（12.7%）、自宅 564 人（21.5%）であった。 
病状設定：慢性の重い心臓病 
医療機関 1755 人（66.8%）、介護施設 357 人
（13.6%）、自宅 515 人（19.6%）であった。 
 
病状設定：認知症 
医療機関 964 人（36.7%）、介護施設 1366 人
（52.0%）、自宅 297 人（11.3%）であった。 
病状設定：なし 
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医療機関 1596 人（60.7%）、介護施設 233 人（8.9%）、
自宅 798 人（30.4%）であった。 
 

病状設定が「末期がん」、「慢性の重い心臓病」、
「認知症」および「疾患想定なし」の場合、それぞ
れ希望する医療・ケアを受けたい場所の割合をカ
イ 2 乗検定にて 2 群間で分析したところ、「疾患想
定 な し 」 と 各 疾 患 想 定 の 比 較 で は い ず れ も
P<.0001、であり、「末期がん」と「認知症」、「慢
性の重い心臓病」と「認知症」の 2 群間比較でも
P<.0001 と統計学的有意差が認められた。一方で
「末期がん」と「慢性の重い心臓病」の 2 群間比
較では、P=0.203 と有意差が認められなかった
（Table3）。 

65 歳で層別化した分析では、「疾患想定なし」
と「認知症」の場合に、65 歳以上と未満の間
で、選択場所が有意に異なることが示された
（Graph3a. 3b）。性別で層別化した分析では、
「認知症」の場合のみ、男女間で有意に選択する
場所が異なることが示された（Graph4a. 4b）。 
 

 

Ｄ．考察 

1－（1） COVID-19 パンデミック下における人
生の最終段階の医療やケアに関する話
し合いの実施状況と話し合い実施に関
連する要因 

本研究は、COVID-19 拡大後初めての国民を対象
とした「人生の最終段階における医療・ケアに関
する意識調査」を用いたものであり、COVID-19
拡大後の ACP、特に人生の最終段階の医療やケア
に関する話し合いの実態を明らかにするとともに、
話し合い実施に関連がある要因を明らかにした。 

人生の最終段階で受けたいもしくは受けたくな
い医療・ケアについて、話し合っていると回答し
たのは 30.4%であり、前回平成 29 年の同意識調査
10 の 39.5%（回収率：16.2%）、前々回平成 25 年の
同意識調査 11 の 42.2%（回収率 43.6%）よりは低
い数字となった。回収率に大きな差があることか
ら、前回と今回の結果を単純に比較することは困
難であるが、COVID-19 拡大により、人生の最終
段階に関連する話し合いは増えたのではないかと
いう仮説を裏付ける結果は得られなかった。
COVID-19 拡大後に行われた我が国の先行研究 12

においても、一般国民を対象とした ACP の実施率
は 9.4%という報告がある。また、別項の Mayers
らによる分担研究年度終了報告書にも記載がある
通り、対象者は様々だが、COVID-19 拡大後に
ACP が増加もしくは減少したのかは統一された
結果が得られていない。COVID-19 拡大により、
話し合いをしたくても家族と会えず話し合いがで
きなかった可能性や、調査票の定義には合わない、
例えば COVID-19 により重篤な状態となった際
には延命治療はして欲しくない等の意向を家族に
伝えただけ、という人は話し合いをしたことがあ
る群には反映されていない可能性が考えられる。 

本研究においてはさらに、実際に人生の最終段
階に関する話し合いを実施したと回答した人に、
COVID-19 が人生の最終段階に関連する話し合い
のきっかけとなったかについて集計しているが、

Table2.  解析対象者の基本属性 
 

ｎ (%) 
性別   

男性 1126 42.9 
 女性 1501 57.1 
年齢   

≧65 994 37.8 
<65 1633 62.2 

同居者   
同居者あり 2257 85.9 
配偶者かパートナー 1726 

 

父母 443 
 

 子 1064 
 

子の配偶者かパートナー 83 
 

兄弟姉妹 136 
 

 孫 95 
 

その他の親族 47 
 

同居者なし 357 13.6 
無回答 13 0.5 

- 17 -



COVID-19 が話し合いのきっかけとなったと答え
た者は、10.0%であった。また、COVID-19 拡大
により話し合いが増えたと回答した人は 13.5%で
あった。COVID-19 拡大という、これまで経験を
したことのない事態はあったものの、人生の最終
段階の医療・ケアに関する話し合い実施に関連す
る要因は、COVID-19 拡大前から指摘されている
年齢や性別であった 13。この結果から、人生の最
終段階における医療・ケアをあらかじめ話し合っ
ておくことを含む ACP の普及啓発という視点に
おいては、地域や国、世界規模で生命を脅かすよ
うな未曾有の出来事が起きた場合であっても必ず
しも ACP の普及にはつながらない可能性が考え
られる。 

また、本研究では、人生の最終段階に関する話
し合いの実施と最も強い関連が認められたのは、
ACP を知っていることであった。これは、ACP を
普及啓発することが、人生の最終段階に関する話
し合いの実施につながる可能性を示唆している。
一方で、人生の最終段階に関する話し合いをする
必要に直面し、ACP という概念を知ったという場
合も考えられるが、横断研究である本研究におい
ては、話し合い実施の前もしくは後に ACP の知識
を得たかまでは区別することはできない。今後は
ACP の普及が ACP の実施に関連するのかを、縦
断的な研究手法を用いて明らかにしていく必要が
あると考える。 

なお、ACP という名称や概念を知らなくても、
人生の最終段階に関する話し合いをしている人が
いることも明らかとなった。実際に人生の最終段
階に関する話し合いをしなければならない状況に
直面し、話し合いが実現した可能性が考えられる。
話し合いのきっかけは自身の病気、家族の病気や
介護、死別と回答した者が多いことを考えると、
話し合いの必要性に迫られているような状況にお
いては、医療介護従事者が人生の最終段階におけ
る医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライ
ンに準じた具体的な話し合いの場を作ることで、

話し合いがより促進されると考えられた。 
 そして、ACP を男性や 65 歳未満の国民に普及
していくことが、個人の人生の最終段階に関する
話し合いを増やすことに効果的と考えられる。こ
のような対象者は必ずしも病気や介護・死別経験
があるわけではないため、国や市区町村などの自
治体等が実施する ACP の普及啓発において、まず
は人生の最終段階における医療・ケアの普及・啓
発の在り方に関する報告書 14 にも記載があるよう
に、ACP の意義や必要性等をわかりやすく理解で
きる機会を増やしていくことが、人生の最終段階
に関する話し合いの増加につながる可能性がある
と考えられる。 
 
1－（2）人生の最終段階における医療・ケアを受

けたい場所に関連する要因 
令和 4 年に実施された「人生の最終段階におけ

る医療・ケアに関する意識調査」データを用いて、
人生の最終段階に希望する医療・ケアを受けたい
場所を明らかにした。想定する疾患が末期がん、
慢性の重い心臓病の場合には医療機関が、認知症
の場合には施設が最も選択された。なお、疾患を
想定せず、予後 1 年という設定では、未回答者が
296 人となり、回答者においては、希望する医療・
ケアを受けたい場所として病院を選択した者が最
も多かった。 

前回平成 29 年に実施された「人生の最終段階に
おける医療に関する意識調査」データでは、希望
する療養場所は、想定される疾患が末期がんでは
自宅が、慢性の重い心臓病では病院が、認知症で
は施設が最も選択され、人生の最終段階に想定さ
れる疾患が異なると、希望する療養場所が異なる
可能性を示唆したが 7、特に末期がんを想定した場
合で本研究とは結果が異なっていた。さらに、一
般国民を対象として、疾患を想定せずに希望する
療養場所を尋ねると自宅が最も選択されるという
先行研究 4,5,15 とも異なる結果であった。前回平成
29 年の意識調査においては、末期がんの想定はほ
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ぼ今回と同様だが、慢性の重い心臓病では、呼吸
の苦しさは設定されていなかった。また、先行研
究における想定された疾患や状態は様々であり、
想定が異なると、また回答者の集団が異なると、
希望する療養場所は異なることが考えられた。な
お、今回の意識調査において、想定された疾患、も
しくは全身状態のどちらが医療・ケアを受けたい
場所の希望に影響したかは区別できない。そして、
具体的な疾患や全身状態の想定がない場合に、296
人が無回答であることに示されるように、希望す
る医療・ケアを受けたい場所を検討する際の設定
が漠然としていると、選択が難しい可能性が考え
られ、ある程度具体的な設定をすることは重要と
考えられた。 

なお、年齢（65 歳以上もしくは未満）と性別に
て層別化して想定する疾患による希望する医療・
ケアを受けたい場所を比較したところ、いずれに
おいても、希望する医療・ケアを受けたい場所が
一部異なる可能性が示唆された。 

人生の最終段階の療養をどこで過ごしたいかの
希望は、あくまで個人の好みや、その時の様々な
身体・精神的、社会的要因などと複雑に関連して
16 変化し、希望する療養場所と、実際にケアを受け
る場所が一致するかは不明確であることを考える
と、どのような疾患や全身状態を設定し、どのよ
うな要因（例えば年齢や性別等）を考慮すると、ど
こが最も希望する療養場所として選択されるかを
同定することの重要性は高くないと考えられる。
大切なのは、可能な範囲で具体的な設定をして希
望する療養場所を考えた方が、より個人の好みや、
大切にしたいこと等への理解が深まり、あらかじ
め個人の希望が叶うよう準備をすることができる
可能性があることである。今回の調査より、漠然
とではなく、あらかじめいくつかの疾患や全身状
態を具体的に想定した上で、希望する療養場所を
検討する方が、より本人の希望を聞き出せる可能
性が考えられた。 
 

 研究 1－（1）、1－（2）いずれにおいても、研究
の限界として、一般国民を対象とした意識調査で
あるため、COVID-19 感染者、特定の疾患をもつ
集団や、施設利用者等、特定の集団にこの結果を
反映することは避ける必要がある。また、研究Ⅰ
においては、先行研究で人生の最終段階の医療や
ケアに関する話し合いもしくは ACP を実施する
ことと関連する個人の要因（基礎疾患の有無、か
かりつけ医の有無、介護・死別経験の有無、最終学
歴、婚姻状態）が調査票では尋ねられていないた
め、今後は可能な範囲で、これらの情報も含めた
研究が望まれる。 
 
Ｅ．結論 

両研究からの提言 

 人生の最終段階に関する話し合い実施に関連す
る要因は COVID-19 を経ても、感染拡大前と変化
は認められなかった。自身の病気や家族の病気・
介護等により、人生の最終段階に関する話し合い
の必要性に迫られているような状況において、話
し合いがなされているため、医療介護従事者は、
人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセ
スに関するガイドラインに準じた具体的な話し合
いの場を作ることが、話し合いがより促進される
ことにつながると考えられた。そして、話し合い
を実施する人を増やすためには、ACP の普及啓発
が重要と考えられるが、地域や国、世界規模で生
命を脅かすような未曾有の出来事が起きた場合で
あっても必ずしも ACP の普及にはつながらない
可能性が考えられるため、国民対象には、自治体
や国レベルで積極的、継続的に ACP の普及啓発が
必要である。普及啓発に際しては、男性や 65 歳未
満の国民にも届けることを意識した取り組みが求
められ、ACP の意義や必要性を周知していくこと
が、さらなる人生の最終段階に関する話し合いの
増加につながる可能性が考えられた。 
 加えて、ACP で話し合われることの多い、希望
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する医療・ケアを受けたい場所の検討に際しては、
想定する疾患や全身状態の設定が漠然としている
と、選択が難しい可能性が考えられ、あらかじめ
いくつかの疾患や全身状態を具体的に想定した上
で、希望する医療・ケアを受けたい場所を検討す
る方が、より本人の希望を聞き出せる可能性が考
えられた。 
 
Ｆ．研究発表 
未 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

無し 
２．実用新案登録 

無し 
３．その他 

無し 
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Graph1. COVID-19 感染症の流行により、人生の最終段階における医療・ケアについて、話し合う機
会がどう変化したか 
 

 
 
Graph2. 各想定における人生の最終段階に希望する療養場所 
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Table3. 希望する療養場所の割合の 2 群間比較 
  

カイ 2 乗検定 

疾患想定なし 末期がん P<.0001 

疾患想定なし 慢性の重い心臓病 P<.0001 

疾患想定なし 認知症 P<.0001 

末期がん 慢性の重い心臓病 P=0.203 

末期がん 認知症 P<.0001 

慢性の重い心臓病 認知症 P<.0001 
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Graph3a 各想定における人生の最終段階に 
希望する療養場所 （65 歳以上） 

 
Graph4a 各想定における人生の最終段階に 

希望する療養場所 （男性） 

 
 

Graph3b 各想定における人生の最終段階に 
希望する療養場所 （65 歳未満） 

 
Graph4b 各想定における人生の最終段階に 

希望する療養場所 （女性） 
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